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１ はじめに 

 

人口減少や少子高齢社会を迎えるにあたり、活

力ある個性的な地域社会の形成を目指す上で、都市

間の人と人との交流や物資の流動は不可欠であり、

都市間交通のインフラ施設やサービスはその基礎と

なるものである。 

本論文では、都市間交通の特徴やそれに対応し

た研究課題を示したうえで、我が国における都市間

交通に関する近年の研究・調査をレビューし、課題

への対応状況を把握する。最後に、今後の都市間交

通を巡る社会経済環境等の変化についても触れる。 

 

２ 都市間交通の特徴と研究課題 

 

都市間交通は都市内交通と異なる種々の特徴を

有しており、分析や評価にあたってはこれらの点に

留意する必要がある。奥村ら1),2)は、都市間交通の

特徴を現象論、計画論、評価論、調査論の４つの視

点から整理したうえで、各々に対応した研究課題を

例示している（表－１参照）。これより、データ整

備から交通行動分析、評価手法の確立まで多様な課

題が存在していることが分かる。その他にも、例え

ば現象論的特徴として、都市間交通はトリップ距離

帯が広範囲にわたることから、時間価値の分散が大

きいと考えられることなども挙げられる。 

一方、上述の４つの視点以外にも、例えば都市

間の人や物資の輸送を担う各交通機関が環境へ及ぼ

す影響の分析などは重要な研究課題であると指摘で

きよう。 
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表－１ 都市間交通の特徴と研究課題例1),2) 
 特徴 研究課題例 
行動不可分性 高度な行動モデリング 
波動性・季節性・

稀少性 
マーケティング手法、 
リスク下の行動・予約行動

現象論的

特徴 

情報の不完備性 情報提供方法・効果の分析
自己増殖性 マーケティング手法 
ネットワーク性 組み合わせ最適化、 

システム設計 

計画論的

特徴 

広域性 便益帰着構造の明確化、 
整備スキームの開発 

効果の非加法性 負担論 評価論的

特徴 社会活動の基礎 リダンダンシー評価、 
国土計画論 

On-time調査の 
困難性 

SP調査、NW演算 調査論的

特徴 
個別情報の存在 データ整備論、GIS 

 

３ 都市間交通に関する研究・調査のレビュー 

 

２で述べた都市間交通の特徴や研究課題例を踏

まえ、近年の都市間交通に関する研究・調査をレビ

ューし、課題への対応状況を把握する。 

なおレビューにあたっては、便宜上、研究課題

を（１）データ整備、（２）交通行動分析・需要分

析、（３）交通ネットワーク評価（事業評価・政策

評価、リダンダンシー評価）、（４）サービス改善

施策の検討、（５）環境への影響分析の５つに再分

類して整理する。 

（１）データ整備 

都市間交通に関する人流データとしては、従来

から交通機関毎の輸送人員を集計した旅客地域流動

調査（総流動データ）が１年毎に実施されている。

ただし、都市間交通に関わる需要分析、施策の評価

を行うためには、旅行の真の出発地・目的地、目的、

利用交通手段、乗継ぎ状況等を捉えた純流動データ

が必要であり、平成２年より５年毎に全国幹線旅客

純流動調査が実施されている3),注1)。同調査は、既存

の３調査（航空旅客動態調査、幹線鉄道旅客流動実



態調査、道路交通センサス）に補充調査として幹線

バス旅客流動調査、幹線フェリー・旅客船旅客流動

調査を実施し、それらを統合処理（異なる交通機関

間の乗継ぎ処理）を行い整備したものである4)。 

この全国幹線旅客純流動調査は実施間隔が５年

であることから、既存の純流動データを先験情報と

し、上述の旅客地域流動調査による総流動データを

用いて、純流動調査が実施されない年次のおおよそ

の純流動を推計する方法5)が提案されている。 

一方、都市間の物流データについては、貨物地

域流動調査（総流動データ）が１年毎に、全国貨物

純流動調査（純流動データ）が５年毎に、いずれも

国土交通省によって実施されている。 

 

（２）交通行動分析・需要分析 

１）交通行動分析 

都市間交通を対象とした行動分析については、

真の出発地・目的地や旅行目的等の情報を持つ幹線

旅客純流動データの整備によって精緻な分析が可能

となり6)、以降、様々な研究が行われている。 

上述したように、都市間交通はトリップ距離帯

が広域にわたることから、時間価値の分散が大きい

と考えられる7)。従来サンプルデータを距離帯別に

セグメントしてモデルを構築することで時間価値の

相違に対応していたが、この時間価値の分散につい

て、1990年代後半に米国で開発されたMixed Logit

モデルを用いることでより精度の高い分析の可能性

を検討した研究7)や、Mixed Logitモデルによる全国

交通機関選択モデルの構築を試みた研究8)が行われ

ている。 

また、季節変動や日変動が大きいという特徴に

ついては、幹線旅客純流動データは秋季平日（１

日）を対象としているため注2）、例えば休日に多く

のトリップが発生する観光交通に関わる施策を検討

するうえでは一定の限界がある。そのため、独自調

査によって休日の都市間交通の実態を把握した研究
9)も行われている。なお、観光交通については、デ

ータの収集方法や周遊等の行動分析、需要分析など

多くの研究蓄積がある10)。  

トリップの稀少性については、RPデータとSPデ

ータを同時に用いた交通機関選択モデル11)が提案さ

れている。 

一方、後述するような都市間鉄道の運賃施策や高

速バスの運行など多様なサービス施策を検討するた

めの実態把握や行動分析12),13)や、不確実性下におけ

る予約行動に関する研究14) ,15)も行われている。 

２）交通需要分析 

都市間交通は国や地域の経済活動とその成長を

担う重要な要素の一つであり、国土計画の観点から

の人流・物流の長期交通需要分析が行われている
16),17)。また、上述の全国貨物純流動調査データを活

用した空間的一般均衡理論と整合させた地域間産業

間物資流動の需要予測モデルの構築18),19)なども行な

われている。 

一方、IT化の進展等を踏まえ、通信と交通の代替

性に関する研究が行われている20),21)。 

 

（３）都市間ネットワーク評価 

１）事業評価・政策評価 

都市間交通に関わる施設整備の評価については、

既に航空、鉄道、道路等の分野で費用対効果分析マ

ニュアル22)-24)が作成されている。最近では、公共

事業評価に対する一層の合理性と透明性の強化の要

請を受け、国土交通省によって総合評価（多基準分

析）による評価手法25)が示されており、高速道路の

評価に適用されている26)。 

また、都市間ネットワークは長期にわたり段階

的に整備されるという特徴を有しており、これらの

点を考慮して優先順位を効率的に決定する方法27)も

提案されている。また複数の交通機関を考慮したア

クセシビリティ指標によるネットワーク評価方法28)

も提案されている。 

一方、1990年代の一連の規制緩和政策により、

都市間交通サービスの多様化が進展したが、これら

の規制緩和による効果・影響の分析については、空

間的応用一般均衡（SCGE）モデルを用いた研究29)

や、統計データやヒアリング等に基づく効果分析30)

などが行われている。 

２）リダンダンシー評価 

災害発生時等のネットワークのリダンダンシー

評価に関する研究については、従来、連結信頼性に

着目した研究31)、所要時間の信頼性に着目した研究
32)などが行われているが、多くが地域レベルを対象

としたものであった。しかし阪神・淡路大震災の際



に見られるように、一地域のリンク途絶の影響は全

国に及ぶ場合もあるという視点から、地震発生リス

ク下におけるネットワークの信頼性解析を全国規模

で行った研究33)や、ネットワークの弱点箇所、整備

優先箇所の検討を行った研究34)、新幹線に途絶に着

目して航空旅客に及ぶ潜在的な影響を分析した研究
35)、北海道有珠山噴火による北海道・本州間の物流

への影響と海上輸送の活用の有効性を示した研究36)

などが行われている。また、都市間交通ネットワー

クの整備がもたらすリダンダンシー機能の向上効果

についてCVMを用いて定量的に把握した研究37)も

行われている。 

一方、平成16年10月に発生した新潟県中越地震

については、土木学会による現地調査と提言38)がな

されており、また、都市間鉄道旅客の利便性に与え

た影響の分析39)も行われている。 

 

（４）サービス改善施策の検討 

都市間交通はその波動性や季節性から、トリッ

プ目的や距離帯で時間価値が異なると考えられるた

め、セグメント毎に運賃やサービスを差別化する必

要がある。航空の分野においては、既に米国を中心

に収益管理（イールド・マネジメント）の観点から

の多様な割引運賃の設定が行われており40)、我が国

でも1990年代の一連の規制緩和により同様の割引運

賃が設定されるようになっている。この収益管理に

関する研究については、従来、出発前のシート・プ

ロテクションが対象となっていたが、遅延やキャン

セルによる収益への影響、すなわち出発後も対象と

した検討41)も行われている。 

一方、鉄道については、航空のような運賃の多

様化は進展していないが、収益管理の視点からの割

引運賃の導入効果の分析42)や、最適な座席配分に関

する研究43)が行われている。また、高速道路の利用

平準化を目的とした利用予約制に関する研究44)も行

われている。 

 

（５）環境への影響分析 

地球温暖化問題の深刻化や京都議定書の発効等

を受け、交通分野における環境への対応は急務な課

題であり、都市間交通についても、より環境への負

荷の小さい交通体系の確立が求められている。 

このような観点から都市間交通と環境に関する

研究については、交通サービスの改善による環境改

善効果の計測に主眼が置かれており、都市間旅客交

通を対象としたCO2やNOx等の排出量推計システム

の構築45),46)や、さらに精緻化した研究として、全交

通機関（鉄道・航空機・自動車・バス）に対して、

ロードファクターを考慮した車両（機材）ベースで

CO2排出量を推計する手法
47)の提案がなされている。 

また、高速道路や新幹線等の大規模施設の建設

や運用、維持には直接的にも間接的にも多大の資材

とエネルギーが投入されるとの観点から、ライフサ

イクル分析によるCO2排出量の推計
48)も行われてい

る。 

一方、物流分野におけるモーダルシフトも重要

な課題であり、鉄道貨物輸送や内航海運輸送への転

換に関する検討が行われている49),50)。このうち前者

は、鉄道の特性が発揮できる長距離の幹線輸送にお

いても鉄道への転換が十分に進んでいない現状を踏

まえ、モーダルシフトが期待される７品目を取り扱

う企業を対象にアンケートやヒアリング調査を実施

し、荷主の立場に立ったモーダルシフト推進施策に

ついて検討を行ったものである。 

 

４ おわりに 

 

都市間交通を巡る今後の社会経済状況は、人口

減少や本格的な高齢社会の到来、グローバリゼーシ

ョン化、IT化の進展等、大きく変化するものと想定

される。また、国土計画においても、複数都道府県

からなる「ブロック圏」と複数市町村からなる「生

活圏域」から構成される「二層の広域圏」が今後の

基本となる方向である。 

したがって、都市間交通に関する研究について

も、上述の課題への対応に加えて、例えば訪日外国

人を対象とした観光行動分析や情報提供のあり方、

ブロック圏と地方生活圏間のモビリティ向上施策を

検討するためのデータ整備や分析方法などの研究が

重要になるものと考えられる。 

 

補注 
1) 全国幹線旅客純流動調査は５年毎に実施されており、平成 17
年秋に第４回調査が実施される予定である。 

2) 第４回調査では休日も対象に実施される予定である。 
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